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1 事業の成果

世界で困難な状況にある青少年の自立に向けて生活環境および教育環境を改善し、世界と日本の子ども

たちが友情を深めることにより、国際理解の促進を図ることができた。

世界 (日 本を含む)約 7の国と地域で以下の通 り、安全と感染対策を徹底し、支援事業を行った。

(1)カ ンボジアにおける青少年の教育 。自立支援、収入創出活動および若年層女性へのエンパワメント事業

カンボジア、パイリン州におけるコミュニティ。ラーニング・センター (CLC)の質向上を通じた青少年の就労支援

(2)フ ィリピンにおける青少年の保護 。自立支援、スラム地域の活動

(3)ヨ ルダン、ザアタリ難民キャンプ内の学校における、シリア難民への教育支援

ヨルダンにおける JICA草の根技術協力事業 :社会性育成を主眼に置いた特別活動実践と体制構築事業

(4)バ ングラデシュにおけるストリートチル ドレンのためのドロップインセンター運営

(5)パ キスタン、ハイバル・パフトゥンハー州における女子の中等教育へのアクセス拡大と質の向上

(6)シンド州及びバロチスタン州における水害被災者へのシェルター支援及び衛生促進

(7)パ レスチナ、ジェリコ県における若者の能力育成、社会参画を通した青少年、子ども支援の拡充事業立案

日本国内では、東日本大震災の被災地である岩手県釜石市唐丹グラウンドの給水設備および仮設 トイレの設置、

KnK写真展『時を重ねて一東日本大震災から現在一』 (東京都新宿区、岩手県陸前高田市)を主催した。

2 事業の実施に関する事項

次ページ参照



2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事業内容 実施期間 実施場所 従事者数 受益対象者及び人数
事栞額

`千

円ヽ

1.青 少年の教育・ 自立支援/収入創出活動 (ICA)
および若年層女性へのエンパワメン ト事業 .
青少年のニーズ調査

2.世界の子どもたちの相互理解に役立つ教育

困難な状況にある青少年の自立支援施設 「若者の

家」運営、安定した衣食住と教育・職業訓練機会
の提供 (絹繊物、縫製、コンピュータ、英語)、
収入創出活動 (絹織物、縫製)、 若年層女性を
対象とした能力向上研修実施、パイリン州での若
者を対象とした就労支援の実施

通年 バッタンバン州、
パイリン州

25名 ス トリー トチル ドレンや人身売買の被害に

遭った青少年、貧困家庭出身の子ども
(15歳 から30歳 までの子ども・青少年男女
約40名 )
パイ リン州での就労支援対象者 (13歳 から
25歳までの若者)308名

フイリピン
1青少年の保護・ 自立支援/ス ラム地域支援

2世界の子どもたちの相互理解に役立つ教育

スラム地区 (2ヵ 所)で青少年と保護者への
ノンフォーマル教育や課外・啓発活動。
困難な状況にある青少年の自立支援施設「若者の

家」における安定 した衣食住と教育・訓練機会の

提供。
青少年収容所の訪間、教育活動。

通年 マニラ首都圏ケソン市
パ ヤ タス、 カ ラオ カ
ン・ ノー ス市 グア ダ
ノー ビル、′` ゴンシー

ラン、カラオカン・ サ

ウス市、マラボン市、
ナボ タス市 、パ サイ
市、 リサール州カイン

タ市、プラカン州マロ
ロス市

19名 貧困地域の青少年とその家族
(約 1,273名 )

キスタン
l学校環境整備と女子教育の普及事業

2世界の子どもたちの相互理解に役立つ教育

ハイパルパフ トゥーンハー州で、中学高等学校計
6校 の建設・増設を行い、女子の中等教育へのア
クセス向上を支援。教育局、教員、保護者、コ

ミュニティに対する研修や啓発活動、女子へのラ
イフスキル教育を実施

通年 ハイノ`フレ・パフトゥン
ハー (KP州 )
マンセラ郡、 トルガー
郡、アポダパー ド郡、
パタグラム郡

18名
10歳 から15歳|の子ども・生徒会員
4,304名 、
日A(親 と教師の会)メ ンバー48名 、
教員98名 、地域住民

バキスタン
1.水害被災者へのシェルター支援及び衛生促進

2世界の子どもたちの相互理解に役立つ教育

シン ド州及びバロチスタン州で、洪水の影響を受
けた被災世帯に対 し、テン トや生活物資配布、共
用 トイレ設置、及び衛生啓発セッション実施によ
り、生活状況や衛生環境を改善

2022年 9月 30日 ～ 12月 81

日

シン ド州及びバロチス

タン州

18名

被災者2.579名

ヨルダン/シ リア難民又薇
1 ヨルダン・ザアタリ難民キャンプにおける教育
支援事業

ザアタリ難民キャンプの中学校にて、公教育への

継続 した就学を促進すべく、情操教育、マナー教
育の授業を実施。

2013年 3月 ～継続中 ヨルダン、
北部マフラック県
ザアタリ難民キャンプ

5名 女子シフ ト:5年生～10年生732名 、男子シ
フト15年生～8年生 534名

2 社会性育成を
構築事業

主眼に置いた特別活動実践と体制

3世界の子どもたちの相互理解に役立つ教育

アンマン市内のシリア人生徒の多い公立学校が、
他者理解、規範意識、協調性などの社会性を育む
特別活動 (学級活動、学校行事など)を 自立的に
実施できるようヨルダン教育省と協働で体制を構
築する。

2018年 6月 ～2022年 1月

(JICA草の根技術協力
事業)
2022年 2月 ～12月 (自 己

資金にてフォローアッ
プ実施 )

ルグン ア ンマ ン県 6名 アンマン市内公立校 12校 、ヨルダン教育省

バングラデシュ

1ス トリートチルドレンのためのドロップイン
センター運営

2世界の子どもたちの相互理解に役立つ教育

現地パー トナーSUF(恵 まれない家族のための
協会)と の連携の下、実態調査に基づき、
基礎教育や レクリエーション活動、朝食・

昼食、啓発活動などを提供。

20■ 年9月 ～継続中 ダッカ管区ダッカ県
ケラニゴンジ郡

6名 6歳から17歳 までのス トリー トチル ドレン
のべ9.500名

パレステナ
1若者の社会参画と子ども支援の充実事業準備

2 世界の子どもたちの相互理解に役立つ教育

若者の能力育成、社会参画を通 した青少年、子ど

も支援の充実を目指した事業の立案準備
準備中 パレスチナ自治区

ヨルダン川西岸地区
ジェリコ県

3名 準備中

海外活動

その他 東京における上記事業の支援業務 通年 東京事務局 8名 海外活動地で困難な状況にある青少年



事業名 事業内容 実施期間 実施場所 従事者数 受益対象者及び人数 事業額(千円)

岩手県
(東日本大震災における活動)

1.地域コミュニティの復興支援
2.子 どもたちの健全な育成支援

KnKは釜石市体育協会の要請を受け、東日本大震
災で被災した岩手県釜石市唐丹地区にあるス
ポーツ少年団の野球グラウンドに仮設 トイレと
給水設備を設置した。釜石市の青少年のみなら
ず、全国の野球少年が快適にプレーをすること
ができるようになった。

支援を通じて出会った子どもたちの成長や変化
を写した写真展を2022年 4月 に東京都新宿区と、
同年7月 に岩手県陸前高田市で開催した。

2011年 9月
～2023年 12
月

岩手県
東京都新宿区
真展)

(写

1名 釜石市

国内活動
その他 東京における上記事業の支援業務 2011年 9月

～2023年 12
月

東京事務局 3名 岩手県沿岸部で

被災した青少年
および保護者、
地域住民など

3,456



事業名 事業内容 実施期間 実施場所 従事者数 受益対象者及び人数 事業額(千円)

友情のレポーター 世界の子どもたちの相互理解に

役立つ教育・啓発活動
(本年は派遣無し)

通 年 日本国内、フィ
リピンなど

3名 反情の レポーター (旧 子ども
レポーター)累計66名 、
日本全国の青少年、
ビデオ レポー トや各メディアの

読者、視聴・聴取者

友情の 5円 土キャンペー ン 日本の小中高校生対象に、海外の
ス トリー トチル ドレンなどの情報を

伝え啓発 し、友情の証として「ご縁
=5円 」を届ける募金キャンペーン
を実施。

通 年 日本国内 1名 日本全国の青少年および保護看
など

99

各種イベ ン ト主催、参加 写真展や報告会、講演会などの各種
イベン トを通じ、世界と日本の子 ど

もたちの相互理解に役立つ教育・ 啓

発活動を実施 .

通 年 日本国内 5名 主催イベン ト来場者 (約 1,600名 )

その他外部主催、共催イベン ト来

場者 (約 55,000名 )

教育的な映像 。写真資料制作 活動紹介 DVD、 写真パネルの制作
展示・配布・貸出

通 年 日本国内 1名 日本全国の学校、教育機関など
へのDVD、 写真パネル貸出

教育的な情報の発信、支援依頼 日英語ウェプサイ ト、メールマガジ
ン、プログ、ツイ ッター、フェイス

プック、インスタグラム、YouTube
による情報発信。
外部国際協力関連サイ ト掲示板への

情報掲載。資料請求対応など。
オンラインで団体訪間希望者を受入

れ、海外のス トリー トチル ドレンな
どの情報を伝え啓発を行 う。
各種講演会ヘスタッフを派遣 もしく
はオンラインで講演を行い、支援参
加を呼び掛ける。

通年 日本国内 2名 日本および海外の一般の方々、

青少年、メールマガジン登録者

(約 6,500名 へ年22回送信)、
SNS利 用者 (約 14,000名 )
日本全国の生徒 。学生・一般市民

約1,650名

通年 日 1名 日

7,609

び広報・啓発活動

プロジェクト教育
お よ

ニュースレター、
年次活動報告書の制作発行・送付

その他、啓発活動及び支援者コ
ミュニケーション

通 年 日本国内 4名 日本の一般の方々、青少年、
登録支援者 (ニ ュースレター

平均4,200名 へ年5回 送付、

年次活動報告書2,500部 発行 )

23,062

通 年 東京事務局 1る 日本お よび海外の一般 の方々など 11,355組織維持管理運営 上記運営管理

(そ の他事業)

実施せず

制件 資 科 商 品 の敗 元



法人名: 特定非営利活動法人国境なき子どもたち

達堕量量墜
2022年  1月  1日 ～  2022年: 12月  31日 まで

(単位 :円 )

69,000

103,530,091

21,807,438

200,000

149,407,230

1,088,282

4,556,843

397

3,260,707

805

69,000

103,530,091

171,414,668

5,645,125

3,261,909

42,823,535

42,823,535

211,703,312

7,591,175

5,728,734

4,395,946

639,749

421,266

785,392

799,371

110,000

174,016

0

2,936

45,845

190,100

324,417

232,912,259

15,970,130

9,398

801,832

788,747

1,306,699

398,425

3,685,131

141,815

3,424,732

5,169,450

2,000

1,037,280

286,750

918,041

62,040

0

414,888

18,44‐ 7,228

275,735,794

34,417,358

133,477,227

△ 26=232,359

107.244.868

II経常収益
1 1.評議員会費
1   評議員会費
1 2.受取寄付金
1   受取寄付金
1 3.受取助成金等
1   受取民間助成金
1   受取公的助成金
1   受取国庫補助金
1 4.事業収益
1   物品販売等
|   その他の事業収益
1 5,その他収益
1   受取利息
1   為替差益

1 経常収益計
IⅡ 経常費用

1 1.事業費
|  (1)人件費
1    給料手当
1    人件費計
|  (2)その他経費
|    プロジェクト活動費
|    プロジェクト活動費返還金
1    旅費交通費
1    業務委託費
1    通信運搬費
1    消耗品費
1    仕入等
1    印刷発送費
1    支払会費
1    銀行等手数料
1    車両費
1    広告宣伝費
1    会議研修費

租税公課
その他費目
その他経費計

事業費計
2.管理費
(1)人件費
給料手当

人件費計
(2)その他経費
旅費交通費
業務委託費
通信運搬費
消耗品費
水道光熱費
印刷発送費
支払会費
銀行等手数料
広告宣伝費
会議研修費
リース料
租税公課
減価償却費
地代家賃
為替差損
その他費日
その他経費計
管理費計
経常費用計
当期純損益金額
Ⅲ 当期利益
前期繰越正味財産額
当期正味財産増減額
次期繰越正味財産額
正 味財 麗 増 減 額 の部

3,639,924

△ 3,639,924△ 3,639,924

△ 22,592,435

129,837,303

Zゝ 22,592,435

107,244,868

I指定正味財麗
前期繰越指定正味財産額

当期指定正味財産増減額

次期繰越指定正味財産額
Ⅱ一般正味財産

前期繰越一般正味財産額

当期一般正味財産増減額

次期繰越一般正味財産額

次期繰越正床財産額 107,244,868

金  額

15.91



法人名: 特定非営利活動法人国境なき子どもたち

創宣重量堕
2022年 12月 31日現在

(単位:円 )

167,932,550

697,933

14,380,117

51,182,441

5,122,603

158,702

56,463,746

０
）

ハ
υ

1,495,500

1,495,500

183,010,600

57,959,246

133,724,978

７
・
Ａ
Ｕ

114,873,257

0

10,436,359

3,844,340

2,000,000

800

70,000

2,500,222

133,724,978

Ａ
Ｕ

0

107,244,868

240,9691846

I資産の部
1.流動資産
現金預金

棚卸資産

その他流動資産

流動資産合計
2.固定資産
(1)有形固定資産
土地

建物

器具備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産
ソフトウェア

無形固定資産計

(3)投資その他の資産
KO&Co.合同会社 出資金
投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計
Ⅱ負債の部
1.流動負債
前受助成金

仮受委託料
返還助成金充当未払金

未払金

短期借入金

未払消費税等

未払法人税等

預り金

流動負債合計
2.固定負債
長期借入金

固定負債合計

負債合計
Ⅲ正味財産の部
1.指定正味財産
2.一般正味財産
正味財産合計

負債及び正味財産合計



法人名: 特定非営利活動法人国境なき子どもたち

20221El』自」を生]自iヨ自Lき豊ヨ2主主j担

重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法 人会計基準協議会)によっています。

(1)棚 卸資産の評価基準および評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は個別原価法によつています。

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は10万円超から20万 円未満は3年均等償却、20万 円以上は税務上の耐用年数で年均等償却しています。

(3)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理方式によつています。

2 事業部別費用の内訳

3 使途等が制約された寄付等の内訳

国内支援事業
(東 日本大震災)

海外ノ国内支援
事業後方活動

広報啓発

教育プロジェクト
資金属違
管理運営

人件費 21.062.374 1.410.385 13501 303 6849473 15970130 58,793.665

プロジェクト活動費 210.947.265 756.047 211,703,312

プロジェクト活動費返還金 7591 175 7,591,175

旅 費交通費 5114071 339,924 62,900 211.839 9,398 5,738,132

業務委託費 3.832,840 220,000 249,975 93.131 801.832 5,197,778

通信運搬費 107.141 12.357 134.522 385.729 788.747 1,428,496

消耗品費 136710 2002 269652 12902 1 306699 1,727,965

水道光熱費 398,425 398,425

仕入等 760,700 24,602 785,392

印刷発送費 711.201 88.170 3.685.131 4,484,502

支払会費 110000 141815 251,815

銀行等手数料 159524 36S5 9,267 1,540 3,424,732 3,598,748

車両費

広告宣伝費 2.936 5.169.450 5,172,386

会議研修費 150 9745 35950 2000 47,845

リース料 1 0:〕 7280 1,037.280

租税公課 190.100 286.750 476,850

減価償却費 918.041 918,041

地代家賃 62.040 62,040

為替差損

支払利思

その他費 目 321,400 542 2,475 414,888 739,305

合  計 249,272.500 3,456.293 15.298.254 7,708.747 34.417.358 310,153.152

内  容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備   考

東日本大震災復興支援 3,639,924 18,000 3,657,924 0

当該事業として前期までに交付を受けた事業支援金総

額3,639,924円 及び今期に交付を受けた18,000円 は、
全額今期に事業費計上しております。

独立行政法人国際協力機構―ヨルダンで
の社会性育成を主眼に置いた特別活動実

践と体制構築事業

0 4,366,578 4.366.578 0

当該事業として今期交付を受けた事業資金総額
9,746,170円 及び前期仮受委託料としていた1,630,079

円の内、消費税分7,009,671円 を除く4,366.578円 は今

期に事業費計上しております。

外務省 日本 GヽO連携無償資金協力事業
―パキスタン ハイバル・パフトゥーンハー

州における女子の中等教育へのアクセス

拡大と質の向上事業 (1期 )

2,692,155 2,692,155

当該事業として前期に交付を受けた事業支援金総額よ

り、前受寄付金としていた当該金額は今期に事業費計

上しております。

外務省日本NGO連 携無償資金協力事業
―カンボジア、パイリン州におけるコミュニ

ティ・ラーニング・センター (CLC)の質の向
上を通じた青少年の就労支援事業 (Ⅱ 期 )

0 13,221,723 13,221,723

当該事業として前期に交付を受けた事業支援金総額よ

り、前受寄付金としていた当該金額は今期に事業費計

上しております。

外務省日本NCO連携無償資金協力事業
一パキスタン ハイバル・パフトゥーンハー

州における女子の中等教育へのアクセス

拡大と質の向上事業 (Ⅱ 期 )

91,941,606 91,941,606

当該事業として今期に交付を受けた事業支援金総額
98,327,725円のうち、前期未収分3,348,273円 を除く、今

期未使用であった3,037,846円 は来期への前受寄付金

として負債計上しております。

外務省 日本 CヽO連携無償資金協力事業
―カンポジア、パイリン州におけるコミュニ

ティ・ラーニング・センター (CLC)の 質の向
上を通じた青少年の就労支援事業 (Ⅲ期 )

37,703,736 37,703,736

当該事業として今期に交付を受けた事業支援金総額
48,167,352円 のうち、今期未使用であつた10,463,616円

は来期への前受寄付金として負債計上しております。

特定非営利活動法人ジャパン・プラット
フォーム(JPF)―パキスタン シント州及び
バロチスタン州における水害被災者への

シェルター支援及び衛生促進事業

19,076,184 19,076,184

当該事業として今期に交付を受けた事業支援金総額
19,999,953円 のうち、今期未使用であつた923,769円 は

来期への前受寄付金として負債計上しております。

外務省 日本 CヽO連携無償資金協力事業
―パキスタン ハイバル・パフトゥーンハー

州における女子の中等教育へのアクセス

拡大と質の向上事業 (■期 )

3,848,010 3,848,010

当該事業として今期に交付を受けた事業支援金総額
99,997,517円 のうち、今期未使用であった96,149,507円

は来期への前受寄付金として負債計上しております。

合  計 3.639.924 172.867.992 176.507.916

1

季1  目 合  計

(



4 固定資産の増減内訳

5 借入金の増減内訳

6 役員及びその近親者との取引の内容

有形固定資産

土地

建物

器具備品

51,182,441

9,457,109

2.154.244

51,182,441

9,457,109

1.572.010

0

△ 4,334,506

△ 1 413.308

51,182,441

5,122,603

158.702

無形形固定資産

ソフトウェア

投資その他の資産

出資金 1,495,500 1,495,500 1,495,500

合  計 64,289,294 582.234 63.707.060 △ 5,747.314 57.959.246

(貸借対照表 )

Ⅱ.1流動負債/短期借入金

Ⅱ.2固定負債/長期借入金

2,000,000 2,000,000

貸借対照表計 2,000,000 2,000,000

(活動計算書 )

1 2受取寄付金
Ⅱ.2.(2)そ の他経費/業務委託費

103,530,091

801.832

3,374,410

38.131

活動計算書計 104,331,923 3,412,541

不斗  目 減少   1期 末取得価額 | 減価償却累計額 | 期末帳簿価額

科  目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 (うち1年内返済予定額

長期借 人 生 4.500.00( 250000(

科 目
財務譜表に計上き1内役員及び近親
れた金額  l 者との取引



法人名: 特定非営利活動法人国境なき子どもたち

量産旦堡
2022年 12月  31日 現在

(単位 :円 )

2,705,477

86,289,729

4,325,304

4,599,846

6,727,225

19,835,390

829,376

587,547

2,256

1,137,998

40,823,466

68,936

0

798,050

0

9,957,970

3,624,097

30,162

101,475

136,582

24,495

405,219

183,010,600

51,182,441

5,122,603

158,702

1,495,500

0

57,959,246

114,873,257

0

10,436,359

3,844,340

2,000,000

800

70,000

2,500,222

133,724,978

ｎ

Ｖ

240,969,846

133,724,978

107,244,868

I資産の部
1.流動資産
(1)現金預金

現金

三菱東京UFJ銀行
みずほ銀行

三井住友銀行

ゆうちょ銀行
(カンボジア)カンボノアコマーシャル銀行/アドハンスドオブアプア銀行

(フィリピン)メトロ銀行

(バングラデシュ)ルパリ銀行/ウッタラ銀行

(ミャンマー)コーポレイティブ銀行

(シリア/ヨルダン)ヨルダンイスラム銀行
(パキスタン)ムスリムコマーシャル銀行/ハビブ銀行

(パレスチナ)ナショナル銀行/ハ
°
レスチナイスラミック銀行

(2)棚卸資産

商品/KO&Co.
商品/ポストカード

商品/書籍

商品/DVD
貯蔵品/封筒

(3)その他流動資産

立替金

未収入金

未収消費税

前払金/全事業地分

貸イ寸金 (KO&Co.Cambodia)

流動資産合計

2.固定資産
(1)有形固定資産

土地

建物

器具備品

(2)無形固定資産
ソフトウェア

(3)投資その他の資産

KO&Co.合同会社 出資金

固定資産合計

資産合計

Ⅱ負債の部

1.流動負債
前受助成金

仮受委託料

返還助成金充当未払金

未払金/全事業地分

短期借入金

未払消費税等

未払法人税等

預り金/全事業地分

流動負債合計

2.固定負債
長期借入金

固定負債合計

負債合計
正味財産

科  目



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人国境なき子どもたち

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1
監事

ドミニク・ レギ

ュイエ 2022年  1月  1日

2022年 12月 31日

年 月

月

日

日年

LEGUILLIER

DOMINIQUE

PIERRE

2 監事

アグネス・ギャ

ラル ド・クイ

リアーノ
2022年  1月  1日

2022年 12月 31日

年

年

月   日

月   日AGNES GALLARDO

QUITORIAN0

3

ノ
‐
ヽ

∪
監事
テラダ サエコ 2022年  1月  1日

2022年 12月 31日

年

年

月

月

日

日寺田 朗子

4 0監 事

トキダ タカシ 2022年  1月  1日

2022年 12月 31日

年

年

月 日

日月常田 高志

5 監事

V-7 / ' 7 3-

,$Y 2022年  1月  1日

2022年 12月 31日

年  月  日

年  月  日DUBOIS LAURENT

FRANCOIS

6 監事

オオタケ アヤ

=1
2022年  1月  1日

2022年 12月 31日

年  月  日

年   月   日大竹 綾子

7 監事理事
シミズ キョウ 2022年  1月  1日

2022年 12月 31日

年  月 日

日年 月清水 匡

8 〇
監事

クリバヤシ マ

カ
2022年  1月  1日

2022年 12月 31日

年  月  日

年  月  日栗林 まどか

匡1以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
匡]各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

9 理事 監事

タマムラショウ
コ 2022年  1月  1日

2022年 12月 31日玉村 翔吾

年

年

月

月

日

日

10 監事

キミシマ リア
ン

2022年  1月  1日

2022年 12月 31日君島 梨央

年

年

月

月

日

日

11

/~ヽ理事(フ
ミズノ タヨコ 2022年  1月  1日

2022年 12月 31日
水野 太洋子

2022年  1月  1日

2022年 12月 31日

12 監事理事

キヨカワ (キュ

ウセイ マツウ

ラ) チハル 2022年  1月  1日

2022年 12月 31日清川 (旧姓 松

浦) ちはる

年  月  日

年  月  日

13
′…ヽ

翌ヽョナ監事
モリヤ ケイ 2022年  1月  1日

2022年 12月 31日守谷 慧

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人国境なき子どもたち

氏   名

ドミニク・レギュイエ

2 アグネス・ギャラル ド・
クイトリア一ヽノ

3 寺田 朗子

4 常田 高志

5
ローラン。デュボワ

6 大竹 綾子

7 清水 匡

8 栗林 まどか

9
玉村 翔吾

10
君島 梨央

11
水野 太洋子

12 清川 (旧姓 松浦)ちはる

他、計70名。以上


